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1. 平成30年3月期の連結業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 48,855 4.0 1,548 △9.5 1,723 △12.2 840 △19.3

29年3月期 46,983 △2.2 1,711 △12.2 1,963 1.4 1,042 2.3

（注）包括利益 30年3月期　　1,749百万円 （90.2％） 29年3月期　　919百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

30年3月期 69.68 ― 3.2 3.4 3.2

29年3月期 86.39 ― 4.2 3.8 3.6

（参考） 持分法投資損益 30年3月期 198百万円 29年3月期 247百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 51,429 27,986 51.7 2,204.78

29年3月期 50,959 26,786 49.8 2,104.19

（参考） 自己資本 30年3月期 26,608百万円 29年3月期 25,394百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

30年3月期 568 △1,064 △354 4,579

29年3月期 1,894 △1,496 △663 5,382

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

29年3月期 ― 13.00 ― 14.00 27.00 325 31.3 1.3

30年3月期 ― 13.00 ― 14.00 27.00 325 38.8 1.3

31年3月期(予想) ― 13.00 ― 14.00 27.00 26.1

3. 平成31年 3月期の連結業績予想（平成30年 4月 1日～平成31年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 24,500 4.5 830 42.6 930 29.1 550 55.7 45.57

通期 50,000 2.3 2,000 29.1 2,100 21.9 1,250 48.6 103.58



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　有

（注）詳細は、添付資料Ｐ13「３．連結財務諸表及び主な主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（連結の範囲に関する事項）」をご覧下さい。

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 30年3月期 12,070,000 株 29年3月期 12,070,000 株

② 期末自己株式数 30年3月期 1,699 株 29年3月期 1,699 株

③ 期中平均株式数 30年3月期 12,068,301 株 29年3月期 12,068,301 株

（参考）個別業績の概要

平成30年3月期の個別業績（平成29年4月1日～平成30年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

30年3月期 39,016 6.3 1,050 △9.8 1,449 △1.4 940 △21.2

29年3月期 36,689 △1.7 1,164 1.4 1,469 △2.6 1,193 23.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

30年3月期 77.95 ―

29年3月期 98.88 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

30年3月期 44,926 24,516 54.6 2,031.45

29年3月期 44,503 23,753 53.4 1,968.23

（参考） 自己資本 30年3月期 24,516百万円 29年3月期 23,753百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その

達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及
び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ２の「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧下さい。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、国内の個人消費・実質賃金・物価等の伸び悩み、米国の政策運営への懸念

や東アジア・中東の地政学リスクの高まり等の下振れ懸念がある一方、世界経済の拡大、政府や日銀の各種政策等を背景

に雇用環境の改善や堅調な外需に支えられるなど、緩やかな回復基調で推移しました。

また、当社グループと関係の深い自動車業界では、国内市場は軽自動車等の販売台数が増加するとともに、各国の経

済状況や政策等を背景に米国市場・中国市場等が底堅く推移しました。また、自動運転技術、コネクテッドカー、電気自

動車や燃料電池自動車等の産業構造に変化を及ぼす取り組みが加速しました。 

このような環境の中で当社グループは、各サービス・事業における重点方策を展開するとともに、キムラユニティー

の創業の精神や価値観の再共有を図り、「売るには買う身になれ」の創業の原点のもと、「お客様のために」、「スマー

ト化」、「活性化」のグループ方針を掲げ、プラス志向で、主体性をもって、スピーディーな取り組みを進めてまいりま

した。 

主な取り組みとして、物流サービス事業では、お客様第一主義の理念のもと、お客様との接点強化による販売力・競

争力の強化を図るため、営業部門を再編成し、既存顧客の拡販や新規顧客の開拓を行い、中期重点強化事業に定めている

トヨタグループ様への深耕を図る深トヨタグループ事業と現在までに培った物流ノウハウを他の分野に活かすＮＬＳ（ニ

ューロジスティクスサービス）事業を推進してまいりました。さらに海外では、中国子会社広州広汽木村進和倉庫有限公

司にて、８月に済南に５つ目となる支店を開設し、成長を続ける自動車市場を背景に物量の拡大への対応や物流業務の効

率化を図ってまいりました。 

自動車サービス事業では、11月にオートプラザラビット豊田上郷店・スーパージャンボ豊田上郷店をオープン、２月

にオートプラザラビット刈谷店をリニューアル、スーパージャンボ刈谷店をオープンし、販売拠点の拡大を図ってまいり

ました。 

その結果、当連結会計年度の売上高は、北米子会社ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ．における格納器具製品事業での主要顧客

からの受注遅れに加え、物流事業における収益悪化拠点の閉鎖等の影響はありましたが、国内で、前期に開設した事業所

が着実に進展する中、主要顧客を中心とした格納器具製品事業の受注増加、リース・メンテナンス契約台数の増加や自動

車販売の拡販等により、48,855百万円(前期比4.0％増収)となりました。営業利益は、増収による利益貢献はありました

が、北米子会社での収益悪化拠点の閉鎖にかかわる費用の発生や車両整備事業における外注費の増加、車両リース事業に

おける売却単価の下落等の影響等により、1,548百万円（前期比9.5％減益）、経常利益は、営業利益の減益、持分法投資

利益の減少等により、1,723百万円（前期比12.2％減益）となり、親会社株主に帰属する当期純利益は、経常利益の減益

等により、840百万円（前期比19.3％減益）となりました。 
なお、主なセグメント別の売上高（セグメント間の内部売上を含む。）、営業利益の状況は次の通りであります。 
 

①物流サービス事業 

売上高は、北米子会社での減収の影響はありましたが、国内での前期に開設した事業所の着実な進展や格納器具製品

事業の受注増加等により、32,186百万円（前期比3.4％増収）となりました。営業利益は、北米子会社における売上高の

減収等の影響はありましたが、国内での増収効果に加え、要員管理の徹底や定着率の向上等の原価低減活動を推進したこ

と等により、2,127百万円（前期比2.1％増益）となりました。 

 

②自動車サービス事業 

売上高は、ＣＭＳ（カ―マネジメントサービス）の展開によるリース・メンテナンス契約台数の増加や国内子会社株

式会社スーパージャンボと一体となった販売体制による自動車販売の拡販等により、15,092百万円（前期比3.6％増収）

となりました。営業利益は、車両整備事業における外注費の増加や車両リース事業におけるリース満了車の売却単価の下

落等により、367百万円（前期比37.9％減益）となりました。 

 

③情報サービス事業 

売上高は、開発力の整備や人財育成の強化を図るとともに、ＩＴ費用の低減に関する提案等のお客様のニーズに合わ

せた拡販活動を展開した結果、主要顧客及び関連顧客からの受注増加等により、1,400百万円（前期比21.9％増収）とな

り、営業利益は、増収効果等により、152百万円（前期比50.0％増益）となりました。 

 

④人材サービス事業 

売上高は、市場の人材獲得競争が激化する中、前期に開設した関東営業所・関西営業所において、各エリアにおける
既存顧客の拡販や新規顧客の開拓に注力したこと等により、537百万円（前期比16.1％増収）となりました。営業利益
は、人材募集等の管理コストが増加した一方、増収効果等により、若干の赤字ではありますが、前期比１百万円増益とな
りました。 
 

⑤その他のサービス事業 

その他のサービス事業として太陽光発電による売電事業を行っております。売上高は、47百万円（前期比1.6％増

収）、営業利益は、14百万円（前期比5.3％増益）となりました。 
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（２）当期の財政状態の概況 

当連結会計年度末の総資産は、51,429百万円となり、前連結会計年度末に比較して470百万円の増加となりました。そ
の主な要因は、受取手形及び売掛金の増加等により流動資産が313百万円増加し、投資有価証券の時価上昇等により固定
資産が157百万円増加したことによるものであります。 

負債合計は、23,443百万円となり、前連結会計年度末に比較して729百万円の減少となりました。その主な要因は、１
年以内返済予定長期借入金の減少等により流動負債が374百万円減少し、退職給付に係る負債及び長期未払金の減少等に
より固定負債が354百万円減少したことによるものであります。 

純資産につきましては、退職給付に係る調整累計額の増加や利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比較し
て1,199百万円増加の27,986百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末比で1.9ポイント上昇の51.7%となりまし
た。 

 
（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期に比較して803百万円減少の4,579
百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの増減要因は、以下のとおりであります。 
(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は、568百万円の収入で、前期比1,325百万円の収入減少となりました。 
この主な要因は、たな卸資産及び売掛債権の増加や長期未払金が減少したこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
投資活動の結果得られた資金は、1,064百万円の支出で、前期比431百万円の支出減少となりました。 
この主な要因は、有形固定資産の取得による支出が減少したこと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
財務活動の結果得られた資金は、354百万円の支出で、前期比309百万円の支出減少となりました。 
この主な要因は、短期借入れの増加等によるものであります。 
 

（４）今後の見通し 
今後の経営環境としては、国内では、堅調な海外需要や雇用環境の改善等を背景に緩やかな回復基調にある一方、人

口の減少等による労働力不足や国内需要の低迷、消費税等の増税による経済への影響、海外では、地政学リスクの高ま
り、各国の政治情勢の変化、米国経済や中国経済の下振れ懸念等により、先行き不透明な状況が続くものと考えておりま
す。また、市場のグローバル化やプラットフォーム化、各分野におけるテクノロジーの進化、革新的なビジネスモデルの
出現等により、市場環境の変化のスピードが一層加速していくものと考えております。 

このような経営環境の中にあって、「中期経営計画2017」の実績・課題を踏まえ、強くて、やさしい会社、そして、
全員がお客様の方を向いている「もっといい会社・もっといい現場」を目指すため、「お客様のご期待を超えるオペレー
ションＯｎｌｙ Ｏｎｅへの挑戦」をコンセプトに掲げ、新たな「中期経営計画2020」を推進してまいります。 

次期の見通しにつきましては、売上高50,000百万円（前期比2.3％増収）、営業利益2,000百万円（前期比29.1％増
益）、経常利益は、2,100百万円（前期比21.9％増益）、親会社株主に帰属する当期純利益1,250百万円（前期比48.6％増
益）と増収増益を目指してまいります。 

 
なお、主なセグメント別の売上高（セグメント間の内部売上を含む）、営業利益の状況は次のとおりであります。 
 

①物流サービス事業 
物流サービス事業は、お客様第一主義の理念のもと、国内外のお客様等との接点強化による販売力、競争力の強化を

図ることに加え、新規事業所の立ち上げ等による拡販を見込むことから、売上高は32,830百万円（前期比2.0％増収）を
予想しております。営業利益は、増収効果と北米子会社での収益改善の推進と、国内外での定着率の向上、要員管理の徹
底等による生産性の改善等により、2,380百万円（前期比11.9％増益）を予想しております。 

 
②自動車サービス事業 

自動車サービス事業は、お客様に寄り添い、安全を届け、“あんしん”を感じてもらえるベストパートナーの実現を
掲げ、「ＢｔｏＢ（法人向けサービス）」では顧客軸の活動組織に転換、「ＢｔｏＣ（個人向けサービス）」では整備工
場からトータルカーサービスの価値を提供する店舗への変革を図るとともに新拠点での拡販等も見込むことから、売上高
は15,670百万円（前期比3.8％増収）を予想し、営業利益は、売上高の増収効果と収益改善の推進等により、640百万円
（前期比74.2％増益）を予想しております。 

 
③情報サービス事業 

情報サービス事業は、主要顧客及び関連顧客からの受注の増加を見込むこと等から、売上高は1,425百万円（前期比
1.8％増収）を予想し、営業利益は、売上高の増収効果等により、155百万円（前期比1.5％増益）を予想しております。 

 
④人材サービス事業 

人材サービス事業は、市場での人材獲得競争が一層厳しくなる中、グループとしてのタイムリーかつスピーディーな
人財戦略を展開し、関東・関西営業所における拡販を見込むこと等から、売上高は700百万円（前期比30.3％増収）を予
想し、営業利益は、増収効果等により、前期比20百万円増益の20百万円を予想しております。 

 
⑤その他のサービス事業 

その他のサービス事業は、売上高45百万円（前期比5.6％減収）、営業利益15百万円（前期比0.4％増益）を予想して
おります。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

 当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、また海外からの資金調達の必要性が乏

しいことから、会計基準につきましては日本基準を適用しております。

 なお、今後につきましては、特に、当社と同じ東証一部に上場している他社の国際会計基準の適用動向等を踏まえた

上で、国際会計基準の適用について検討を進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,852,833 5,049,811 

受取手形及び売掛金 7,066,794 8,000,470 

リース投資資産 10,163,484 9,856,126 

商品及び製品 478,946 679,104 

仕掛品 37,118 55,976 

原材料及び貯蔵品 165,871 275,798 

繰延税金資産 286,992 252,055 

その他 781,788 978,008 

貸倒引当金 △400 △600 

流動資産合計 24,833,429 25,146,752 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 19,936,904 20,356,842 

減価償却累計額 △10,502,166 △11,003,000 

建物及び構築物（純額） 9,434,738 9,353,842 

機械装置及び運搬具 1,825,930 1,994,546 

減価償却累計額 △1,308,564 △1,460,163 

機械装置及び運搬具（純額） 517,366 534,382 

賃貸資産 1,198,433 1,163,355 

減価償却累計額 △915,832 △848,276 

賃貸資産（純額） 282,600 315,079 

土地 6,753,914 6,748,464 

建設仮勘定 20,103 55,317 

その他 2,790,939 2,786,478 

減価償却累計額 △1,738,560 △1,870,570 

その他（純額） 1,052,379 915,907 

有形固定資産合計 18,061,102 17,922,993 

無形固定資産    

のれん 234,856 199,319 

その他 678,917 737,117 

無形固定資産合計 913,774 936,437 

投資その他の資産    

投資有価証券 4,185,246 4,557,954 

繰延税金資産 392,150 87,413 

その他 2,578,620 2,783,397 

貸倒引当金 △5,136 △5,136 

投資その他の資産合計 7,150,880 7,423,628 

固定資産合計 26,125,758 26,283,059 

資産合計 50,959,187 51,429,812 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成30年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,296,298 1,176,524 

短期借入金 720,245 1,032,670 

1年内返済予定の長期借入金 2,000,000 1,000,000 

未払金 3,438,435 3,749,204 

未払費用 2,026,318 2,155,050 

リース債務 304,414 257,207 

未払法人税等 428,283 316,741 

賞与引当金 806,324 837,103 

役員賞与引当金 12,000 20,000 

その他 565,571 678,898 

流動負債合計 11,597,892 11,223,400 

固定負債    

長期借入金 2,000,000 3,000,000 

長期未払金 6,926,827 6,514,716 

リース債務 872,460 685,310 

退職給付に係る負債 1,571,191 810,144 

再評価に係る繰延税金負債 871,018 874,878 

その他 332,989 334,607 

固定負債合計 12,574,488 12,219,656 

負債合計 24,172,381 23,443,057 

純資産の部    

株主資本    

資本金 3,580,350 3,580,350 

資本剰余金 3,444,317 3,444,317 

利益剰余金 17,340,551 17,855,693 

自己株式 △1,423 △1,423 

株主資本合計 24,363,795 24,878,937 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,006,271 1,158,162 

土地再評価差額金 538,838 534,979 

為替換算調整勘定 454,708 593,151 

退職給付に係る調整累計額 △969,612 △557,226 

その他の包括利益累計額合計 1,030,206 1,729,066 

非支配株主持分 1,392,804 1,378,750 

純資産合計 26,786,806 27,986,755 

負債純資産合計 50,959,187 51,429,812 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

売上高 46,983,455 48,855,367 

売上原価 39,394,701 41,278,306 

売上総利益 7,588,754 7,577,060 

販売費及び一般管理費 5,877,118 6,028,369 

営業利益 1,711,635 1,548,691 

営業外収益    

受取利息 17,664 21,662 

受取配当金 63,282 55,394 

受取手数料 15,067 7,783 

持分法による投資利益 247,624 198,680 

その他 61,943 41,304 

営業外収益合計 405,582 324,827 

営業外費用    

支払利息 82,312 74,013 

為替差損 59,852 48,037 

貸倒損失 - 19,801 

その他 11,871 8,524 

営業外費用合計 154,036 150,376 

経常利益 1,963,181 1,723,141 

特別利益    

固定資産売却益 2,628 1,170 

投資有価証券売却益 232 - 

退職給付信託設定益 271,252 - 

特別利益合計 274,112 1,170 

特別損失    

固定資産除却損 18,964 85,184 

減損損失 282,664 ※ 26,367 

その他 4,235 1,521 

特別損失合計 305,863 113,074 

税金等調整前当期純利益 1,931,430 1,611,237 

法人税、住民税及び事業税 616,932 516,781 

法人税等調整額 125,773 90,608 

法人税等合計 742,706 607,389 

当期純利益 1,188,724 1,003,847 

非支配株主に帰属する当期純利益 146,103 162,861 

親会社株主に帰属する当期純利益 1,042,620 840,985 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

当期純利益 1,188,724 1,003,847 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △4,776 151,891 

土地再評価差額金 - △3,859 

為替換算調整勘定 △487,974 132,743 

退職給付に係る調整額 165,680 412,385 

持分法適用会社に対する持分相当額 58,026 52,254 

その他の包括利益合計 △269,044 745,415 

包括利益 919,679 1,749,263 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 898,297 1,582,806 

非支配株主に係る包括利益 21,382 166,456 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,580,350 3,444,317 16,623,774 △1,423 23,647,018 

当期変動額           

剰余金の配当     △325,844   △325,844 

親会社株主に帰属する
当期純利益     1,042,620   1,042,620 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 716,776 - 716,776 

当期末残高 3,580,350 3,444,317 17,340,551 △1,423 24,363,795 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 1,011,047 538,838 759,936 △1,135,293 1,174,529 1,429,894 26,251,443 

当期変動額               

剰余金の配当             △325,844 

親会社株主に帰属する
当期純利益             1,042,620 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △4,776   △305,227 165,680 △144,323 △37,089 △181,413 

当期変動額合計 △4,776 - △305,227 165,680 △144,323 △37,089 535,363 

当期末残高 1,006,271 538,838 454,708 △969,612 1,030,206 1,392,804 26,786,806 
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当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

        (単位：千円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 3,580,350 3,444,317 17,340,551 △1,423 24,363,795 

当期変動額           

剰余金の配当     △325,844   △325,844 

親会社株主に帰属する
当期純利益     840,985   840,985 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 - - 515,141 - 515,141 

当期末残高 3,580,350 3,444,317 17,855,693 △1,423 24,878,937 

 

               

  その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 
  

その他有価証
券評価差額金 

土地再評価差
額金 

為替換算調整
勘定 

退職給付に係る
調整累計額 

その他の包括
利益累計額合
計 

当期首残高 1,006,271 538,838 454,708 △969,612 1,030,206 1,392,804 26,786,806 

当期変動額               

剰余金の配当             △325,844 

親会社株主に帰属する
当期純利益             840,985 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

151,891 △3,859 138,442 412,385 698,860 △14,053 684,806 

当期変動額合計 151,891 △3,859 138,442 412,385 698,860 △14,053 1,199,948 

当期末残高 1,158,162 534,979 593,151 △557,226 1,729,066 1,378,750 27,986,755 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 1,931,430 1,611,237 

減価償却費 1,245,898 1,340,924 

減損損失 282,664 26,367 

のれん償却額 77,921 35,537 

持分法による投資損益（△は益） △247,624 △198,680 

貸倒引当金の増減額（△は減少） - 200 

賞与引当金の増減額（△は減少） 26,208 24,976 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,000 8,000 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △112,902 △169,509 

退職給付信託の設定額 △500,000 - 

退職給付信託設定損益（△は益） △271,252 - 

受取利息及び受取配当金 △80,946 △77,057 

支払利息 211,520 193,287 

為替差損益（△は益） 59,889 39,394 

有形固定資産売却益 △186,244 △155,864 

有形固定資産除却損 18,964 85,184 

投資有価証券売却損益（△は益） △232 - 

売上債権の増減額（△は増加） △498,060 △879,888 

たな卸資産の増減額（△は増加） 187,431 △330,000 

リース投資資産の増減額（△は増加） △710,848 46,564 

その他の流動資産の増減額（△は増加） 16,833 △100,258 

仕入債務の増減額（△は減少） 238,920 △112,436 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 552,870 539,930 

長期未払金の増減額（△は減少） 72,518 △412,111 

その他の固定負債の増減額（△は減少） 280,929 △105,691 

小計 2,587,892 1,410,105 

利息及び配当金の受取額 166,276 85,412 

利息の支払額 △211,959 △194,688 

法人税等の支払額 △647,972 △731,929 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,894,236 568,900 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △1,586,509 △975,416 

有形固定資産の売却による収入 422,760 180,557 

投資有価証券の取得による支出 △1,603 △1,652 

投資有価証券の売却による収入 6,312 - 

投資その他の資産の増減額（△は増加） △337,019 △268,021 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,496,061 △1,064,533 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(自 平成28年４月１日 
 至 平成29年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成30年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 600,000 1,049,560 

短期借入金の返済による支出 △732,480 △733,120 

長期借入れによる収入 - 2,000,000 

長期借入金の返済による支出 - △2,000,000 

リース債務の返済による支出 △147,074 △121,944 

配当金の支払額 △325,862 △325,709 

非支配株主への配当金の支払額 △58,472 △223,470 

財務活動によるキャッシュ・フロー △663,889 △354,684 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △128,912 47,295 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △394,626 △803,021 

現金及び現金同等物の期首残高 5,777,459 5,382,833 

現金及び現金同等物の期末残高 5,382,833 4,579,811 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（連結の範囲に関する事項）

 広州広汽木村進和倉庫有限公司におきまして、平成29年12月31日付けで同社の100％子会社の広州広汽木村物流器

材有限公司を吸収合併しております。

 なお、これによる連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

 

（連結損益計算書関係）

※減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

 

（単位：千円）

主な用途 種類 金額 その他

物流サービス事業 遊休資産 26,367 ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ． 

 

減損に至った経緯 

ＫＩＭＵＲＡ，ＩＮＣ．の構内物流部門の業務廃止に伴い、リース契約の中途解約が発生した為、リース資産の

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額26,367千円を減損損失として特別損失に計上しております。 

 

グルーピングの方法 

当社グループは、原則として拠点及び子会社をキャッシュ・フローを生み出す最少の単位としております。 

 

回収可能価額の算定方法 

当該固定資産の回収可能価額については、売却可能価額により算定しております。 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

 当社グループの報告セグメントは、財務情報が入手可能であり、取締役会、全社執行役員会議において、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっております。

 当社グループは、各事業セグメント毎に事業本部又は事業部を構成し、各事業本部及び事業部は、取り扱う商

品、製品、サービスについて国内及び海外の戦略の立案、それに伴う事業活動を展開しております。

 従いまして、当社グループの取り扱う商品、製品、サービスを事業本部及び事業部別に区分し、「物流サービ

ス事業」、「自動車サービス事業」、「情報サービス事業」、「人材サービス事業」の４つを報告セグメントと

しております。

 「物流サービス事業」は、包装、梱包、入出庫作業・格納器具製品製造等を行っております。「自動車サービ

ス事業」は、自動車リース、車両整備、自動車販売、保険代理店等を行っております。「情報サービス事業」

は、システム開発、包括保守及びネットワーク関連サービス等を行っております。「人材サービス事業」は、人

材派遣サービス、アウトソーシングサービス等を行っております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と同一であります。

棚卸資産の評価については、収益性の低下に基づく簿価切下げ後の価額で評価しております。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

 

 前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日） 

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他

（注1） 
合計 

調整額 

（注2） 

連結財務諸

表計上額  
物流サービ 

ス事業 

自動車サー 

ビス事業 

情報サービ

ス事業 

人材サービ

ス事業 
計 

売上高                  

外部顧客への売上高 31,113,321 14,524,864 1,149,026 149,326 46,936,538 46,916 46,983,455 － 46,983,455 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
－ 46,621 － 313,146 359,767 － 359,767 △359,767 － 

計 31,113,321 14,571,485 1,149,026 462,472 47,296,306 46,916 47,343,223 △359,767 46,983,455 

セグメント利益又は損

失（△） 
2,083,025 591,357 101,828 △2,582 2,773,627 14,191 2,787,819 △1,076,183 1,711,635 

セグメント資産 21,374,776 16,322,238 420,230 230,691 38,347,936 289,160 38,637,097 12,322,090 50,959,187 

その他の項目                  

減価償却費 799,402 360,111 22,158 2,282 1,183,954 30,384 1,214,339 106,848 1,321,187 

減損損失 － 282,664 － － 282,664 － 282,664 － 282,664 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
1,524,682 304,636 5,198 2,200 1,836,717 － 1,836,717 18,059 1,854,776 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。 

   ２.セグメント利益の調整額△1,076,183千円は、セグメント間取引消去3,905千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△1,080,088千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人事、総務及び

経理等の管理部門に係る経費であります。 

   ３.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他

（注1） 
合計 

調整額 

（注2） 

連結財務諸

表計上額  
物流サービ 

ス事業 

自動車サー 

ビス事業 

情報サービ

ス事業 

人材サービ

ス事業 
計 

売上高                  

外部顧客への売上高 32,186,484 15,044,702 1,400,475 176,027 48,807,689 47,678 48,855,367 － 48,855,367 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
39 48,192 － 361,054 409,286 － 409,286 △409,286 － 

計 32,186,523 15,092,894 1,400,475 537,081 49,216,975 47,678 49,264,653 △409,286 48,855,367 

セグメント利益又は損

失（△） 
2,127,783 367,462 152,778 △801 2,647,223 14,938 2,662,162 △1,113,471 1,548,691 

セグメント資産 21,765,501 16,846,705 595,307 250,460 39,457,975 260,604 39,718,579 11,711,232 51,429,812 

その他の項目                  

減価償却費 858,003 366,530 20,938 2,389 1,247,861 30,233 1,278,095 97,735 1,375,830 

減損損失 26,367 － － － 26,367 － 26,367 － 26,367 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
438,583 911,687 17,802 205 1,368,279 － 1,368,279 42,780 1,411,059 

（注）１.「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、太陽光発電事業であります。 

   ２.セグメント利益の調整額△1,113,471千円は、セグメント間取引消去3,586千円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△1,117,57千円が含まれております。その全社費用の主なものは、当社の人事、総務及び

経理等の管理部門に係る経費であります。 

   ３.セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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４．関連情報 

前連結会計年度（自  平成28年４月１日  至  平成29年３月31日）

・地域ごとの情報 

(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 北米 その他 合計

39,339,831 3,927,984 3,683,621 32,018 46,983,455

 

(2）有形固定資産

(単位：千円）

日本 中国 北米 合計

12,318,987 3,700,386 2,041,728 18,061,102

 

（単位：千円） 

当連結会計年度（自  平成29年４月１日  至  平成30年３月31日） 

・地域ごとの情報 

(1）売上高

（単位：千円）

日本 中国 北米 その他 合計

41,745,353 4,199,271 2,842,472 68,269 48,855,367

 

(2）有形固定資産

(単位：千円）

日本 中国 北米 合計

12,581,186 3,562,177 1,779,629 17,922,993

 

（１株当たり情報）

項目
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 2,104円19銭 2,204円78銭

１株当たり当期純利益金額 86円39銭 69円68銭

（注）１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
 

 ２.１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（千円）
1,042,620 840,985

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益金額（千円）
1,042,620 840,985

期中平均株式数（株） 12,068,301 12,068,301

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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